
（ ）

作成日

補助金の占める割合
※自動計算

交付先団体における繰越金

交付実績の特記事項

※
団
体
補
助
の
み

運営費補助 あり 理由

財務状況の把握方法

令和７年度 令和８年度

予算額（千円）

決算額（千円）

交付先団体の年間予算額

交
付
実
績

項　　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

執行率（％）

交付件数（件）

定率補助 補助率 上限額

【補助率が1/2超又は1/10以下の場合はその理由】

補助対象経費
の内容

補助対象 【特定の相手方に補助している場合は具体的に記入】

補助率等

定額補助 補助額

その他

補助金等の種類

補
助
事
業
の
概
要

（
補
助
金
等
の
見
直
し
の
基
準

）

補助事業の目的と
目指す成果

公募の有無 理由

国・都補助 名称

上乗せ・横出し補助 理由

事業開始年度 年度 経過年数※自動計算

支払方法 理由

あり □ なし

年 事業見直し年度 令和 年度

予算事業名

補助金等チェックシート（点検・評価用）

補助事業名 ○○○○○○○○○○○○補助金 所管部課 企画政策課

基
礎
情
報

予算科目
款 項 目

根拠法令等（市）

根拠法令等（国・都）

法令等による義務 □

負担金（分担金） 交付金 制度的補助 政策的補助

個人 地域活動団体 NPO団体 事業者 その他

資料３-３

事務事業評価を行う際は、事務事業評価シートへ転記

「なし」の場合は記入

「概算払」「前金払」の場合は記入

「あり」の場合は記入

「あり」の場合は記入

「あり」の場合は記入



市民の福祉の向上及び利益の増進に効果が認められるか

特定の個人・団体の利益ではなく、公の利益の実現を図るものであるか

補助団体の事業活動や補助事業が、その目的や手法に照らし公益を実現するものと認められるか

補助事業等の目的、視点、内容等が、現在の社会経済情勢における市民ニーズに合致しているか

行政と補助交付先との役割分担の中で、施策目的達成のために市が補助すべきものであるか

補助対象者、補助率、補助対象経費等は適正であり、明確かつ妥当なものか

隣市の類似の補助金等と比較し、均衡を欠いておらず妥当であるか

補助事業等の目的に合致した成果を上げ、期待する効果が発揮されているか

補助を行うことに目的性があり、自らが事業を行うより補助を行うことが合理的であるか

補助交付先の選定は適正・公平に決定されているか

補助金等の交付を受ける機会が平等で開かれたものとなっているか

補助事業等が長期にわたり惰性化し、既得権化していないか

補助対象者、補助率、補助対象経費等が要綱等で明示されているか

「補助事業の概要」に記載の内容は、ガイドラインの補助金等の見直しの基準を満たしているか

事務事業評価の要否判定

【所管評価に対するコメントを詳細に記載】

記入日
企
画
政
策
課
/
財
政
課

コ
メ
ン
ト

記入課

現行のまま継続 その他

【上記評価の理由を詳細に記載】

終期到来により廃止 見直しの上継続

所
管
課
評
価

今後の方向性

透
明
性

基
本
的
な
視
点

見
直
し
の

基
準

公
平
性

必
要
性
妥
当
性

所
管
課
チ

ェ
ッ
ク

項目 チェック

公
益
性

【成果指標の説明】②

成果指標の説明や目標値の設定理由、成果指標向上に向けた取組等を自由記述で記載

成
果
指
標

有
効
性

項　　目

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

【成果指標の説明】

成果指標の説明や目標値の設定理由、成果指標向上に向けた取組等を自由記述で記載

項　　目
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値 実績値 目標値 実績値

①

令和８年度

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

実績値

事務事業評価を行う際は、事務事業評価シートへ転記


